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太平洋地域の関
税グループリー
ダー兼日本の間
接税部門リーダ
ー。日系企業を

含むグローバル企業に対する世界
の関税・ＶＡＴ（付加価値税）、
ＧＳＴ（物品・サービス税）など
のアドバイザリー業務に従事。
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　世界の貿易環境が不確実性を増
している。企業の通商関税部門に
も新たな役割が加わった。突発事
態にも迅速・柔軟に対応できるグ
ローバルサプライチェーン（供給
網）の構築と、その実現に向けた
経営層への戦略的助言だ。
　近年、国際通商環境は様変わり
している。英国の欧州連合（Ｅ
Ｕ）からの離脱や米中貿易摩擦を
背景にした新たな関税徴収の動
き、新型コロナウイルス感染症、
ロシアによるウクライナ侵攻に端
を発した輸出規制強化など、世界
で目まぐるしい変化が相次いで起
きている。
　企業は不透明な貿易環境下で、
グローバルサプライチェーンを支
える通商関税上のコストとリスク
の管理を求められている。
　従来の企業の通商関税管理機能
といえば、正確な輸出入申告に基
づく通商上のコンプライアンス
（法令遵守）と、経済連携協定
（ＥＰＡ）の徹底活用を通じたコ
スト削減が主な業務だった。すな
わち、自社製品を早く正確に低コ
ストで世界各国に届けることで自
社製品の競争力を向上させ市場ア
クセスの拡大に貢献することだっ
た。
　日々の業務は、輸出する品目に
国際統一基準で定められた関税番
号（ＨＳコード）を正確に付番
し、適切な課税価格を設定し、様
々な協定や各国の関税法の正確な
解釈に基づく当局への対応などが

主たる内容だった。
　しかし、従来業務を遂行し続け
るだけでは、経営層の期待に応え
ることはできなくなっている。予
測できない事態も発生する現在の
貿易環境下で必要とされるのは、
単なる通商上のコンプライアンス
だけではなく、突如発動される輸
出入規制や関税引き上げにも速や
かに柔軟に対応できるサプライチ
ェーンの構築と、その実現に向け
た経営層への戦略的助言へと変化
している。
　グローバル企業の中には、社内
の通商関税管理機能の変革に動き
出しているところがある。そうし
た企業がまず着手しているのは、
現在の業務の「棚卸し」と今後必
要とされる業務の特定と、その優
先順位の設定、そして実行に移す
ための計画立案だ。
　だが、この変革に取り組む企業
が早期に気づくのは、すべて実行
に移そうとすると、人員不足に陥
ること、そして適切な人員確保も
容易ではないという現実である。
　このため、限られた社内資源を
優先順位の高い通商戦略機能に振
り向ける一方、現行の通商コンプ
ライアンス関連業務については徹
底したデジタルトランスフォーメ
ーション（ＤＸ）で効率化し、Ｄ
Ｘが難しい業務についてはアウト
ソース（外部委託）することで対
処しようとしている。
　多くの企業は関税の分野では、
これまでＤＸやアウトソーシング
の活用を積極的に検討してこなか
ったが、世界の貿易環境が激変す
る現在、厳しい国際競争に勝ち続
けるには、新たな施策にも積極的
に取り組むことが求められている
といえるだろう。


